
清瀬市住宅設備改善費助成事業実施要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、清瀬市地域生活支援事業実施要綱第３条第４号に規定する、住宅設備改善費

助成事業（以下「事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この事業は、在宅の重度身体障害者及び重度身体障害児（以下「重度身体障害者等」とい

う。）に、居住する家屋の玄関等に係る住宅設備改善に要する費用（以下「住宅設備改善費」とい 

う。）を給付し、もって重度身体障害者等の日常生活の利便を図ることを目的とする。 

（対象者等） 

第３条 この事業の給付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有し、

現に改修を行う住宅に居住している重度身体障害者等で、下の表に掲げる種目に応じて同表の対象

者に定めるとおりとする。なお、助成は、対象者が属する１世帯当たり同一種目※につき１回まで

とし、地域生活支援事業実施要綱第３条第３号日常生活用具給付事業要領第３条４条６条８条に基

づく別表１に掲げる居宅生活動作補助用具（以下「居宅生活動作補助用具」という。）を給付して、

なお足りない場合に中規模改修を給付する。 

２ 中規模改修の助成対象となる改修工事は次に掲げるものとし、助成対象となる改修費は工事費

（該当する工事が複数ある場合はその合計）及び工事に伴う用具の購入費とする。なお、居宅生活

動作補助用具を受給済みの者は、中規模改修の助成対象としない。 

（１） 居宅生活動作補助用具において助成の対象となる改修工事で、居宅生活動作補助用具の助成

を受けてなお費用が不足するもの。 

（２） 介護保険法（平成９年 12 月 17 日法律第 123 号）に基づく住宅改修費の助成の対象となる改

修工事で、介護保険法に基づく住宅改修費の助成を受けてなお費用が不足するもの。 

（３） 居宅生活動作補助用具による助成の対象とならない改修工事で、市長が必要と認めるもの。 

３ 屋内移動設備の助成対象となる改修工事は、天井走行型リフト、簡易設置型リフト（吊り上げ

シートを含む）又は階段昇降機の設置とする。 

種目※ 対象者 

中規模改修 
学齢児以上 65歳未満の者で、下肢又は体幹に係る障害の程度が２級以上の

者及び補装具として車椅子の交付を受けた内部障害者 

屋内移動設備 
学齢児以上の者で、歩行ができない状態で、上肢、下肢又は体幹に係る障害

の程度が１級の者及び補装具として車椅子の交付を受けた内部障害者 

４ 住宅設備改善費の給付は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、

対象としない。 

（１）重度身体障害者等と住民基本台帳での同一の世帯に属する者（身体障害者の場合は、本人お

よび配偶者をいう。）が、住宅設備改善費の給付に係る申請（以下「給付申請」という。）を行う

月の属する年度（当該申請を行う月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）において、

その者の市町村民税所得割の額が 46万円以上である場合。 

（２）介護保険法第 45 条第１項による居宅介護住宅改修費及び第 57 条第１項による介護予防住宅

改修費の支給が受けられる場合。ただし、介護保険法の対象となる住宅改修費の支給を受けて、

なお不足する部分のみ、中規模改修の助成をすることができる。 



（３）新築住宅を購入した場合及び新築工事に併せて住宅設備の改善を実施する場合。ただし、屋

内移動設備の設置は除くものとする。 

（４）自己の所有でない家屋に居住する場合であって、その家屋を所有者又は管理者から住宅改修

の承認を得られない場合。 

（５）現に改修を行う住宅に居住していない場合（入所、長期入院を含む。） 

(申請) 

第４条 住宅設備改善費の給付を受けようとする重度身体障害者等（以下「申請者」という。）は、

日常生活用具購入費支給申請書に当該工事の見積書その他必要な書類を添えて市長に申請するも

のとする。 

（決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、申請者の住宅環境を調査し、その内容を

審査して住宅設備改善費の給付の適否を速やかに決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により給付が適当であると認めたときは、住宅設備改善費給付券（以下「給

付券」という。）を交付して、住宅設備改善費給付決定通知書をもって申請者に通知するものとす

る。適当でないと認めたときは、住宅設備改善費給付却下通知書をもって申請者に通知するもの

とする。 

３ 第２項の規定により給付の決定を受けた申請者は、給付券を事業者に提出し、住宅設備改善を

受けるものとする。 

（助成額） 

第６条 市長は、給付の決定を受けた者又はその保護者（以下「受給者」という。）には、当該住宅

設備改善に要する費用のうち１割に相当する額を業者に直接支払わせるものとする。 

２ 市長は、受給者が別表に掲げる区分のうち生活保護及び低所得に該当する場合は、事業の利用

に要する経費を無料とし、課税世帯の場合は 37,200円を上限に負担させるものとする。 

３ 住宅設備改善費の給付限度額は、次の表に掲げる範囲内の額とする。 

種  目 基 準 額 

中規模改修                   ６４１，０００円 

屋内移動設備 
機器本体及び付属器具       ９７９，０００円 

設置費              ３５３，０００円 

（請求） 

第７条 住宅設備改善を実施した事業者は、第５条第３項の規定により受給者から提出された給付

券及び住宅設備改善工事完了届を添付して当該住宅設備改善費を市長に請求するものとする。 

（支払い） 

第８条 市長は、事業者から前条の規定による給付券及び住宅設備改善工事完了届の提出を受け、

実地調査等により受給者が事業者から適切な住宅設備改善を受けたことを市担当者が確認したと 

きは、受給者が事業者に支払うべき住宅設備改善に要した費用について、第６条第３項に規定す

る住宅設備改善費の限度において、受給者に代わり、事業者に支払う事ができる。 

２ 市長は、前項の規定による支払いをしたときは、受給者に対し、住宅設備改善費の給付をした

ものとみなし、現金による給付は行わないものとする。 

 



（設備の管理等） 

第９条 受給者等は、当該住宅設備を給付の目的に反して使用、譲渡、交換、貸付、又は担保に供

してはならない。 

２ 受給者等は、住宅設備の取り扱いについて最善の注意をもって維持及び管理をしなければなら

ない。 

（給付の回数） 

第 10条 住宅設備改善費の給付は、受給者が属する１世帯当たり同一種目※につき１回までとする。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、受給者は住宅設備改善費の同一種目※の給付を

新たに受けることができる。 

（１）障害の程度が著しく変化し、又は新たな障害が加わり、既に給付した住宅設備改善費による

住宅改善の内容では日常生活に支障が生じている場合。 

（２）既に住宅設備改善費の給付を受けたものの老朽化、災害等による住宅設備の損壊等により修

理が不能となった場合。ただし、第９条第２項による注意を怠って当該住宅設備を破損等した場

合を除く。 

（３）転居した場合。 

（４）その他市長が住宅設備改善費の給付を新たに必要と認める場合。 

（返還） 

第 11条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当する場合は、住宅設備改善費の給付の決定を

取り消し、及び給付の全部または一部の返還を求めることができる。 

（１） 偽りその他の不正の手段により住宅設備改善費の給付を受けたとき。 

（２） 第９条の規定、その他住宅設備改善費の給付の条件に反したとき。 

（その他） 

第 12条 この要領に定めるもののほか、事業に必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要領は、公布の日から施行する。 

 

別 表 

障害者の場合 

 

所得区分 
受給者及び 

配偶者の収入状況 
負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 ０円 

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円 

一 般 市町村民税課税世帯  ３７，２００円 

障害児の場合 

所得区分 
受給者の属する住民基本台帳

での同一世帯 
負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 ０円 

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円 

一 般 市町村民税課税世帯  ３７，２００円 



※地方税法（昭和 25年法律第 226号）による市町村民税（４月から６月までの間に申請する場合 

は前年度分とし、７月から３月に申請する場合は当該年度の課税状況）が課税世帯・非課税世帯の者。 

※市町村民税課税世帯で対象者又は世帯員のうち市町村民税所得割の最多納税者の納税額が 

４６万円以上の場合は支給対象外とする。 

※所得割の額を算定する場合には、対象者又は世帯員が指定都市（地方自治法（昭和 20年法律第 67

号）第 252条の 19第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、

指定都市以外の区市町村の区域内に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定するものとする。 

※対象者又は対象者の保護者（対象者が 18 歳未満の場合に限る。）が未婚のひとり親である場合に

は、地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 292条第１項に規定する寡婦又は寡夫とみなし、所得割の

額を算定するものとする。 


